

























































② 実習校評価の評価項目、評価の観点ごとに、表 2 の中教審答申で示された実践演習





の 4 つの段階、3 つの方法で行うことにした。 
３． 実習校評価と自己評価の比較と考察 
 
第 1 に、X 年度教育実習生のうち 213 名(実習校 201 校)の実習校評価の評価項目（表 1）
ごとの評価（ABCDE をそれぞれ 54321 に変換）と教職履修カルテの自己評価項目を育成項
目の到達目標（表 2）ごとに分類した（報告 3、報告 4）個人データの相関係数を求めたも
1 項目と評価の観点 
評 価 項 ⽬ 評価の観点 到達目標 
１．教材の準備と計画 
１）学習指導要領の各教科等の⽬標や内容を踏まえて学習指導案を⼯夫
している。 4A 4C  
２）授業準備のための教材研究・教材解釈ができ、⽣徒の実態に即した




⾝に付けている。  4B   
２）授業中の⽣徒の学習状況の把握や個別指導等を⼯夫することができ
る。 4C   
３．学級経営と⽣徒指導 
１）⽣徒⼀⼈⼀⼈の実態や状況を把握しようと努め、⽣徒と積極的に関
わっている。  3A 3B  
２）学級（HR)活動、学校⾏事、清掃指導、給⾷指導、部活動等に積極
的に取り組んでいる。 3C   
４. 教育活動の振り返
りと授業改善 
１）授業を振り返り、課題を整理し、授業改善を積極的に実践している。 4D   
２）⼀⽇の教育活動を振り返り、それを基に課題意識を明確にして翌⽇




ことができる。  2B   
２）真⾯⽬かつ着実に職務を遂⾏することができる。 1A 2C 2B
３）職務内容や校務分掌について理解し、必要な報告、連絡等を適切に
⾏うことができる。 2B   
６．教師としての資質 
１）実習に意欲的・積極的に取り組んでいる。 1D   
２）教師に求められる常識を⾝に付けている。 1B   
３）⽣徒と適切な⾔葉遣いや話しやすい態度で接することができる。 2A 3A 3B




第 1 に、X 年度教育実習生のうち 213 名（実習校 201 校）の実習校評価の評価項目（表 1）ごとの評価
（ABCDE をそれぞれ 54321 に変換）と教職履修カルテの自己評価項目を育成項目の到達目標（表 2）ごと
に分類した（報告 3、報告 4）個人データの相関係数を求めたものを表 3に示す。
表 2　実践演習における育成事項とその到達目標
表 3 の中の S1、S2、S3、S4、S5、S6 は実習校評価（実習校の成績という意味で先頭に S をつけた）、
J1A ～ J4D（自己評価での到達目標ということをはっきりさせるために先頭に J をつけた）が到達目標ご
との分類による自己評価である。




中で大きな部分を占めていることの現れとも考えられる。もっとも、S2 と育成事項 IV の教員として求め
られる教科指導力に関する事項の中の到達目標との相関はおおむね高く、当然の結果である。
のを表 3 に示す。 
表 3 の中の S1,S2,S3,S4,S5,S6 は実習校評価（実習校の成績という意味で先頭に S をつけ
た）、J1A～J4D（自己評価での到達目標ということをはっきりさせるために先頭に J をつけ
た）が到達目標ごとの分類による自己評価である。 
際立った相関は見られず、全体的に、相関は弱い。P 値が 0.005 以下のものが 16 組で、
相関係数も 0.2 前後となっている。相関関係があると言えるといったレベルである。最も相
関係数が大きいのが S2「授業に臨む姿勢と 学習指導の方法・技術」と J2A「教員として
の職責や義務の自覚に基づき、目的や状況に応じた適切な言動をとることができる」の組み
合わせで、教職履修者にとって教科指導が教員の職責の中で大きな部分を占めていること





























































































表 3 実習校評価と自己評価の相関 
Pearson の相関係数, N = 213 
H0: Rho=0 に対する Prob > |r| 
  S1 S2 S3 S4 S5 S6 
J1A 
0.13498 0.20842 0.17323 0.1383 0.18439 0.10438 
0.0491 0.0022 0.0113 0.0438 0.007 0.1289 
J1B 
0.13041 0.11971 0.10377 0.14548 0.14622 0.06969 
0.0574 0.0813 0.1311 0.0338 0.0329 0.3113 
J1C 
0.20734 0.19122 0.18222 0.21659 0.19772 0.17314 
0.0024 0.0051 0.0077 0.0015 0.0038 0.0114 
J1D 
0.15492 0.16657 0.15152 0.15361 0.18626 0.12776 
0.0237 0.0149 0.027 0.025 0.0064 0.0627 
J2A 
0.14634 0.23331 0.18237 0.16639 0.17734 0.13235 
0.0328 0.0006 0.0076 0.0151 0.0095 0.0538 
J2B 
0.1278 0.19212 0.14697 0.16271 0.16358 0.08935 
0.0626 0.0049 0.032 0.0175 0.0169 0.1939 
J2C 
0.09569 0.1418 0.13578 0.15267 0.15236 0.08539 
0.1641 0.0387 0.0478 0.0259 0.0262 0.2145 
J3A 
0.18194 0.20881 0.1967 0.19729 0.20118 0.1697 
0.0078 0.0022 0.004 0.0038 0.0032 0.0131 
J3B 
0.1181 0.17853 0.11661 0.16299 0.13708 0.15094 
0.0855 0.009 0.0896 0.0173 0.0457 0.0276 
J3C 
0.10052 0.14648 0.12756 0.13697 0.12671 0.1463 
0.1437 0.0326 0.0631 0.0459 0.0649 0.0328 
J4A 
0.14301 0.20292 0.19755 0.20969 0.17571 0.15654 
0.037 0.0029 0.0038 0.0021 0.0102 0.0223 
J4B 
0.15534 0.21912 0.18175 0.19516 0.1829 0.1709 
0.0234 0.0013 0.0078 0.0042 0.0074 0.0125 
J4C 
0.15656 0.21931 0.1488 0.18059 0.15083 0.15357 
0.0223 0.0013 0.0299 0.0082 0.0277 0.025 
J4D 
0.09468 0.18203 0.12191 0.16083 0.16766 0.119 











次に、実習校評価の観点を到達目標（表 2）に対応させて分類した結果を表 1 の右端に示す。到達目標
と評価の観点を 1：1 に対応させることができず、対応に多少の無理があるものもあったが、今回はこの
分類に従って、実習校評価と自己評価を比較することにする。到達目標の 3D に関しては、該当する評価
項目、評価の観点がないため除くことにした。実習校評価 S1 ～ S6の中の評価の観点を、例えば S1 の 2）
を 12、S3 の 2）を 32 のように書いて、育成項目の到達目標に対応させたものを、表 2 の右端に示した。
これは、表 1に示したものを逆向きに対応させたものである。この対応によって、自己評価の到達目標ご
との平均を実習校評価の評価項目ごとの平均に変換する。平均は、加重平均とした。
例えば、評価項目 5は 1）が 2B、2）が 1A、2C、2B、3）が 2B であるから J5 として、自己評価の到達
目標の 2B、1A、2C、2B、2B の平均（（2B ＋ 1A ＋ 2C ＋ 2B ＋ 2B）÷ 5）とした。逆に、到達目標の 2A












習校評価 S1～S6 の中の評価の観点を、例えば S1 の 2）を 12、S3 の 2）を 32 のように書い
て、育成項目の到達目標に対応させたものを、表 2 の右端に示した。これは、表 1 に示し
たものを逆向きに対応させたものである。この対応によって、自己評価 到達目標ごとの
平均を実習校評価の評価項目ご の平均に変換する。平均は、加重平均とした。 
例えば 評価項目 5 は 1）が 2B、2）が 1A,2C,2B、3）が 2B であるから J5 として、自己
評価の到達目標の 2B,1A,2C,2B,2B の平均（（2B+1A+2C+2B+2B）÷5）とした。逆に、到達
目標の 2A は、53、63 であるから S2A として実習校評価項目 5 と 6 の平均（（S5+S6）÷2）
とした。自己評価を変換し得られた実習校評価を J1,J2,J3,J4,J5,J6、実習校評価を変換して得
られた自己評価を S1A,S2A、…,S4D としてこれらを比較して考察する。 
これらのデータの平均を表にしたものが次の表 4「実習校評価と自己評価の比較」である。


















1 4.24 4.27 1A 4.31 4.29 
2 4.03 4.31 1B 4.31 4.16 
3 4.22 4.25 1C 4.22 4.43 
4 4.45 4.13 1D 4.38 4.06 
5 4.16 4.44 2A 4.24 4.42 
6 4.31 4.24 2B 4.16 4.46 
   2C 4.16 4.50 
   3A 4.27 4.40 
   3B 4.27 4.15 
   3C 4.22 4.20 
   4A 4.24 4.21 
   4B 4.03 4.31 
   4C 4.23 4.32 




























平均の差に関して t 検定した結果を、表 5「t 検定 に示す。上で分析した通り、項目 2,4,5
で p 値＜0.0001 により有意な差であることが示されている。 
N 平均 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
213 -0.0226 0.9613 0.0659 -3 2.0952
-0.0226 -0.1524 0.1073 0.9613 0.8779 1.0624
自由度 t 値 Pr > |t|
212 -0.34 0.7321
N 平均 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
213 -0.2847 0.9358 0.0641 -3 2.1714
-0.2847 -0.4111 -0.1583 0.9358 0.8546 1.0343
自由度 t 値 Pr > |t|
212 -4.44 <.0001
N 平均 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
213 -0.0305 1.0229 0.0701 -4 2.6667
-0.0305 -0.1687 0.1076 1.0229 0.9341 1.1304
自由度 t 値 Pr > |t|
212 -0.44 0.6637
N 平均 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
213 0.3169 0.9159 0.0628 -2.5833 3.6667
0.3169 0.1932 0.4406 0.9159 0.8364 1.0122
自由度 t 値 Pr > |t|
212 5.05 <.0001
N 平均 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
213 -0.2718 0.9154 0.0627 -3 1.45
-0.2718 -0.3955 -0.1482 0.9154 0.836 1.0117
自由度 t 値 Pr > |t|
212 -4.33 <.0001
N 平均 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
213 0.0786 0.9969 0.0683 -3.6905 2.4405
0.0786 -0.056 0.2133 0.9969 0.9104 1.1018
自由度 t 値 Pr > |t|
212 1.15 0.2509
表　5　　t 検定
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することができるように、目盛りを 3.8～4.6 の間に限定して トを作成してある。項



















































5が 40% 強、4が 40% 弱、3が 20% 弱であり、自己評価が、いくつかの評価の平均であることもあるが、
3.75 以上の評価が大部分であり、3.45 以下の評価は合計しても 10% にもならないことがわかる。実習校
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